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地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関

す
る
法
律
第
21
条
第
１
項
に
基
づ

き
、
平
成
31
年
３
月
に
策
定
し
た

「
栗
山
町
地
球
温
暖
化
対
策
実
行

計
画
（
事
務
事
業
編
）」
が
令
和

５
年
度
で
計
画
期
間
を
終
了
し
た

こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
地
球
温
暖

化
対
策
を
継
続
し
て
い
く
た
め
、

令
和
６
年
度
か
ら
７
年
間
を
計
画

期
間
と
す
る
「
第
２
次
栗
山
町
地

球
温
暖
化
対
策
実
行
計
画
（
事
務

事
業
編
）」
を
策
定
し
ま
し
た
。

①
計
画
目
的

　

国
の
地
球
温
暖
化
対
策
計
画
に

準
じ
て
、本
町
が
実
施
す
る
事
務
・

事
業
に
関
し
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

省
資
源
、
廃
棄
物
の
減
量
化
な
ど

の
取
り
組
み
を
推
進
し
、
温
室
効

果
ガ
ス
の
排
出
量
削
減
を
目
的
と

し
ま
す
。

②
対
象
と
す
る
範
囲

　

本
町
が
行
う
全
て
の
事
務
・
事

業
（
公
共
施
設
等
）
を
対
象
と
し
、

排
出
量
算
定
は
、
各
所
管
課
に
お

い
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
が
把

握
・
管
理
可
能
な
施
設
と
し
ま
す
。

　

ま
た
、
削
減
対
象
と
す
る
温
室

効
果
ガ
ス
は
、
排
出
割
合
が
多
い

「
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
О
２
）」
と
し

ま
す
。

③
基
準
年
度
及
び
計
画
期
間

　

平
成
25
年
度
を
基
準
年
度
と

し
、
計
画
期
間
は
、
令
和
６
年
度

か
ら
令
和
12
年
度
ま
で
の
７
年
間

で
す
。

④
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
目
標

　

令
和
12
年
度
ま
で
に
、
温
室
効

果
ガ
ス
排
出
量
を
平
成
25
年
度
比

で
50
％
以
上
削
減
す
る
こ
と
を
目

指
し
ま
す
。

▲詳しくは、町ホーム
ページをご覧ください。

第２次栗山町地球温暖化対策実行計画第２次栗山町地球温暖化対策実行計画
（事務事業編）を策定しました。（事務事業編）を策定しました。

基本方針 主な取り組み
省エネルギー行動の継続的
な実践
●資源循環の促進
●ワークスタイルの変革

・消耗品等の詰め替えやリサイクル品の購入
・資源物の分別、資源化
・地域材利用推進
・ごみ処理量の削減

・これまで実践してきた取組を継続・発展
・ペーパーレス化をはじめ業務の効率化やテレワー

クなどを推進
・ナチュラル・ビズ・スタイル（通年で職員一人ひ

とりが判断して、省エネ・節電を強く意識した働
きやすい服装）を推進

・職員の環境意識とコスト意識向上に向けた啓発

建物・設備等の省エネルギー
化の推進
●建築物の省エネ化
●設備・物品の更新

・公共施設などの照明の LED 化を推進
・公共施設の新築、改築等の際には、施設特性を踏

まえ将来的に ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）
が可能となる、省エネルギー性能の高い建築物を
図る

・公用車の更新時における電動化の導入検討
・設備の運用方法の見直しや省エネ機器への転換の

検討

再生可能エネルギーの有効
活用
●再生可能エネルギーの導入

推進

・再エネ指定の非化石証書の活用等、使用電力につ
いて再生可能エネルギー電力の割合の増加を図る

・既存施設や未利用公有地への太陽光発電システム
など、自家消費型再生可能エネルギー設備の導入
について次世代太陽電池の将来的な導入も視野に
検討

こまめに節電

蛍光灯を LED に

公用車の電動化更新
（ハイブリッド車含む）

施設・事務所 2013 年度 2022 年度

上下水道施設 888 637

廃棄物処理・
リサイクル施設 642 369

栗山小学校 315 251

栗山町役場 313 246

学校給食センター 273 235

CO2 排出量の多い施設（事務事業）（t-co2）

●カーボンニュートラルとは、二酸化炭
素の排出量が「実質ゼロ」になった状態。

●日本は、2050（令和 32）年までに、カー
ボンニュートラルの実現を目指している。

●目標達成に向けて、一人ひとりができる
ことから意識して取り組むことが重要。

温室効果ガスの削減目標と推移
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役
場
や
公
共
施
設
の

二
酸
化
炭
素
削
減
に
向
け
て

⑤
目
標
達
成
に
向
け
た
基
本
方
針
と

　
主
な
取
り
組
み

　

こ
れ
ま
で
行
っ
て
き
た
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
行
動
を
職
員
一
人
ひ
と
り

が
意
識
し
て
継
続
的
に
実
践
す
る

ほ
か
、
省
エ
ネ
効
率
の
高
い
設
備

へ
の
切
り
替
え
等
に
つ
い
て
、
環

境
面
に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
削

減
効
果
と
、
イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト

な
ど
の
費
用
対
効
果
を
十
分
に
検

討
し
た
う
え
で
取
り
進
め
る
と
と

も
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

利
用
を
促
進
し
、
温
室
効
果
ガ
ス

の
排
出
要
因
で
あ
る
電
気
使
用
量

と
重
油
・
灯
油
・
ガ
ソ
リ
ン
な
ど

の
燃
料
使
用
量
の
削
減
に
資
す
る

施
策
の
推
進
に
努
め
ま
す
。

さらなる削減を目指して！

エネルギー種別の「温室効果ガス総排出量」の
割合（2022（令和 4）年度）

図 2

図１

温室効果ガスのさらなる削減を目指して！ 


